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企業会計基準公開草案第 97号「金融商品に関する会計基準（案）」等に対するコメント 

１．コメントの対象となる公表物の名称及び公表時期 

 企業会計基準公開草案第97号（企業会計基準第10号の改正案）「金融商品に関する会計基準（案）」（2026年2月27日公表）（以下「金融商品会計基

準案」という。） 

 移管指針公開草案第20号（移管指針第9号の改正案）「金融商品会計に関する実務指針（案）」（2026年2月27日公表）（以下「金融商品実務指針案」

という。また、以下、金融商品会計基準案及び金融商品実務指針案を合わせて「金融商品会計基準案等」という。） 

 企業会計基準公開草案第98号（企業会計基準第22号の改正案）「連結財務諸表に関する会計基準（案）」（2026年2月27日公表）（以下「連結会計基

準案」という。） 

 

以下、これらを合わせて「本公開草案」という。 

 

２．コメント募集期間 

 2026年2月27日～2026年3月31日 

 

３．公開草案を踏まえた公表物の名称及び公表時期 

 改正企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」（2026年6月2日改正）（以下「金融商品会計基準」という。） 

 改正移管指針第9号「金融商品会計に関する実務指針」（2026年6月2日改正）（以下「金融商品実務指針」という。） 

 改正企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」（2026年6月2日改正）（以下「連結会計基準」という。） 

 

４．コメント提出者一覧 

[団体等]  

 団 体 名 
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CL1 有限責任監査法人トーマツ 

 

[個人（敬称略）] 

 氏名・所属等（記載のあるもののみ） 

CL2 田淵 隆明 公認システム監査人、特定行政書士 IFRS・連結会計・

公共政策コンサルタント 

CL3 服部 隆 ＣＭＡ、ＣＩＩＡ 

CL4 村上 勇太 村上勇太公認会計士事務所 
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５．主なコメントの概要とその対応 

以下は、主なコメントの概要と企業会計基準委員会（以下「当委員会」という。）のそれらに対するコメントです。 

「コメントの概要」には、本公開草案に関連するコメントのうち、主なものを記載していますが、以下に記載されていないコメントについても、 

委員会で分析を行っています。 

 

 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

（質問 1）金融資産の消滅の認識要件に関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

1) 本公開草案

の提案の方向性

を支持する。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持す

るコメントである。 

（一時的な資金提供の明確化を求めるコメント） 

2) 本公開草案

の提案の方向性

を支持するもの

の、「一時的な資

金提供」を明確

にすることが必

要である。 

基本的には、同意する。ただし、以下についてご検討いただきたい。 

【意 見】 

金融商品会計基準案において、一時的な資金提供を行う者は、特別目的会社に対する投

資者等には該当しない旨が記載されている。実務において、特別目的会社の借入期間が、

保有する資産の償還日までの期間よりも著しく短い期間となる場合も鑑み、「一時的な資

金提供」の考えを明確にすることが必要と考えられる。 

（理 由） 

金融商品会計基準案第 58-3項において、「20XX年改正前の本会計基準(注 4)の趣旨は、

譲受人が一定の要件を充たした特別目的会社の場合には、（中略）特別目的会社が発行す

る証券の保有者の観点から、譲渡された金融資産から生じるキャッシュ・フローを実質的

に受け取ることができるかどうかの評価を求めるものであったと考えられる」と記載さ

れている。その上で、「譲渡された金融資産から生じるキャッシュ・フローを実質的に受

本公開草案では、特別目的会社がそ

の事業目的を遂行する上でキャッシ

ュ・フローを調整するための借入れを

行う場合の融資者は、譲渡された金融

資産から生じるキャッシュ・フローを

実質的に受け取ることを目的として融

資を行っているものではないと考えら

れるため、このような一時的な資金提

供を行う者は、特別目的会社に対する

投資者等には該当しないと考えられる

とすることを提案している（金融商品

会計基準案第 58-3 項及び金融商品実
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

け取ることができるかどうかという観点からの評価においては、特別目的会社が発行す

る証券を保有している投資者と特別目的会社に対して貸付けを行っている融資者とで異

なる取扱いを設ける特段の理由はない」と考え、「特別目的会社に対する融資者を特別目

的会社に対する投資者と同様に取り扱うことを示すこととした」とされている。 

一方、「『事業目的を遂行する上でキャッシュ・フローを調整するための借入れ（例えば、

証券を完売するまでの借入れ、又は特別目的会社に対する投資者等への配当、利払い及び

償還等のための借入れ）を行う場合』（金融商品実務指針第 35項④）における特別目的会

社に対する融資者は、一時的な資金提供を行う者であることから、特別目的会社に対する

投資者等には該当しないと考えられる」とされ、一時的な資金提供を行う者は、特別目的

会社に対する投資者等には該当しない旨が記載されている。 

ここで、特別目的会社を用いた証券化において、特別目的会社が保有する資産の償還日

までの期間よりも著しく短い期間での資金調達が行われる場合がある。例えば、特別目的

会社が保有する資産の償還日までの期間が 10年であるのに対し、リファイナンスを繰り

返すことを前提に、特別目的会社に資産を譲渡した会社等以外の第三者からの流動性補

完の措置と合わせて、弁済日までの期間を 3 か月とした短期資金で資金調達を行う場合

がある。この時、短期資金の弁済日に合わせて新たな短期資金提供者を募集し、資産の償

還までの期間を通じて 3 か月毎のリファイナンスを繰り返すことから、資産の償還日ま

での期間である 10年間を通じた資金調達は、3か月の短期資金での調達の累積からなる。

このような証券化では、資産の償還日までの期間を通じた 3 か月毎の短期資金の提供者

を総体として考えると、総体としての短期資金の提供者に譲渡された金融資産から生じ

るキャッシュ・フローの大半を帰属させることを目的としている。このような短い期間で

の資金調達が借入れで行われた場合、融資提供者は、個々の融資提供期間が短期間である

ことをもって、一時的な資金提供を行う者に該当する（特別目的会社に対する投資者等に

務指針案第 254-3項）。 

「一時的な資金提供」かどうかに関

しては、形式的な期間の長さだけで判

断するのではなく、基準の趣旨に照ら

して、個々の取引の実態に応じて「一時

的な資金提供」かどうかを実質的に判

断することになると考えられる。した

がって、特段の対応は行わないことと

した。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

は該当しない。）と判断されるのか、もしくは、総体としての短期資金の提供者に譲渡さ

れた金融資産から生じるキャッシュ・フローの大半が帰属する点を鑑み、一時的な資金提

供を行う者に該当しない（特別目的会社に対する投資者等に該当する。）と考えるのかが

明確ではないと考える。 

この点、金融商品会計基準案第 58-3項に記載されている、特別目的会社の事業目的を

遂行する上でキャッシュ・フローを調整するために一時的な資金提供を行う者は、譲渡さ

れた金融資産から生じるキャッシュ・フローを実質的に受け取ることができないと考え、

特別目的会社に対する投資者等には該当しないと整理されたと理解している。一方で、前

述の特別目的会社が保有する資産の償還日までの期間よりも著しく短い期間での資金調

達が行われる場合には、資産の償還日までの期間を通じた短期資金の提供者を総体とし

て考えると、総体としての短期資金提供者が譲渡された金融資産から生じるキャッシュ・

フローを実質的に受け取ることができると考えられる。このため、このような場合の短期

資金提供者による融資提供は、個々の融資提供期間は短期間であるものの、一時的な資金

提供とは考えず、融資提供者は特別目的会社に対する投資者等に該当すると理解してい

る。このように、「一時的な資金提供」の考えが金融商品会計基準案において明確ではな

いため、明確にすることが必要と考えられる。 

（金融商品会計基準案に関するコメント） 

3) 本公開草案

の提案の方向性

を支持するもの

の、金融商品会

計基準案の改正

文言の修正を提

【意見】 

金融商品会計基準案第 58-3項の第 2段落及び第 3段落に記載されている分析（下に引

用する）については、おおむね同意する。 

ここで本会計基準第 9項(2)の要件の趣旨を確認すると、当該要件は、投下したキャ

ッシュ・フローの対価として譲渡された金融資産から生じるキャッシュ・フローを譲受

人が実質的に受け取ることができるかどうかにより評価することを求めるものである

左記のコメントは、本公開草案の提

案の方向性を支持するものの、金融商

品会計基準案の改正文言について表現

を見直すことを提案している意見であ

ると考えられる。 

本公開草案では、実務への影響を考
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

案する。 と考えられる。また、20XX年改正前の本会計基準(注 4)の趣旨は、譲受人が一定の要件

を充たした特別目的会社の場合には、金融資産を直接的に譲り受けた特別目的会社で

はなく、特別目的会社が発行する証券の保有者の観点から、譲渡された金融資産から生

じるキャッシュ・フローを実質的に受け取ることができるかどうかの評価を求めるも

のであったと考えられる。 

これらの趣旨を踏まえると、譲渡された金融資産から生じるキャッシュ・フローを実

質的に受け取ることができるかどうかという観点からの評価においては、特別目的会

社が発行する証券を保有している投資者と特別目的会社に対して貸付けを行っている

融資者とで異なる取扱いを設ける特段の理由はないと考えられる。このため、20XX 年

改正会計基準において、特別目的会社に対する融資者を特別目的会社に対する投資者

と同様に取り扱うことを示すこととした（本会計基準(注 4)参照）。 

その上で、この分析には同意をすればこそ、金融商品会計基準(注 4)の改正を金融商品

会計基準案が提案するとおりに実施することには同意しない。 

かかる改正は、例えば、下記のとおりに実施するのがより適切ではないかと考える（現

行文書からの改正部分に下線を付している。）。 

譲受人が特別目的会社の場合について 

金融資産の譲受人が次の要件を充たす会社、信託又は組合等の特別目的会社の場合に

は、当該特別目的会社へ譲渡された金融資産から生じるキャッシュ・フローを実質的に

受け取る者を当該金融資産の譲受人とみなして第 9項(2)の要件を適用する。 

(1) 特別目的会社が、適正な価額で譲り受けた金融資産から生じるキャッシュ・フロー

を、当該特別目的会社が発行する金融商品（借入金等、有価証券の発行を伴わないもの

を含む）を金融資産として保有する者に享受させることを目的として設立されている

こと 

慮して、現行基準から最小限の文言の

変更とする方向で改正を提案している

ものである。 

本公開草案後に再度審議した結果、

本公開草案から変更しないこととし

た。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

(2) 特別目的会社の事業が、(1)の目的に従って適正に遂行されていると認められるこ

と 

【意見の理由】 

金融商品会計基準(注 4)は、「金融資産の契約上の権利に対する支配が他に移転したと

認められるための要件」のうち「譲受人が譲渡された金融資産の契約上の権利を直接又は

間接に通常の方法で享受できる」という要件（金融商品会計基準第 9項(2)）の充足有無

について、特別目的会社を用いた金融資産の流動化の場合には、かかる金融資産の実質的

な譲受人は「（当該特別目的会社が）譲渡人から譲り受ける金融資産から生じるキャッシ

ュ・フローを裏付けとする金融商品」を保有する者であると捉えて判定するための規定で

あると解される。 

そのように解される理由は、次のとおりである。 

⚫ 金融資産の流動化において、譲渡人から金融資産を譲り受ける特別目的会社では、

一般に、譲渡人から譲り受けた金融資産から生じるキャッシュ・フローを裏付けと

する金融商品を発行することから、当該金融資産及び当該キャッシュ・フローを自

由に処分することが困難であるものと思われる。 

⚫ この場合、仮に金融商品会計基準(注 4)が存在しないならば、かかる特別目的会社

への金融資産の譲渡については、「譲渡人から譲受人への支配の移転を妨げない譲

渡制限」に関する規定（金融商品実務指針第 32項）の存在を考慮に入れてもなお、

「譲受人が譲渡された金融資産の契約上の権利を直接又は間接に通常の方法で享

受できる」という要件（金融商品会計基準第 9項(2)）を充足しないことが考えら

れる。 

⚫ こうした中、先述のとおり、金融資産の流動化に用いられる特別目的会社において

は、一般に、譲渡人から譲り受ける金融資産から生じるキャッシュ・フローを裏付
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

けとする金融商品を発行するのであるから、かかる金融資産の実質的な譲受人は、

①当該特別目的会社ではなく、②「（当該特別目的会社が）譲渡人から譲り受ける

金融資産から生じるキャッシュ・フローを裏付けとする金融商品」を保有する者で

あると捉えて、金融商品会計基準第 9項(2)の規定を適用することにも一定の合理

性はあるものと考えられる。 

⚫ そのため、金融商品会計基準(注 4)の規定は、特別目的会社を用いた金融資産の流

動化の場合には、金融商品会計基準第 9項(2)の規定を適用するにあたって、その

ような捉え方をする旨を定めているものと考えられる。 

 

この場合、金融商品会計基準(注 4)の適用を伴って金融商品会計基準第 9 項(2)を適用

するにあたっては、その(1)有価証券への該当該否や(2)分類（金融負債 or資本）に関わ

らず、「（当該特別目的会社が）譲渡人から譲り受ける金融資産から生じるキャッシュ・フ

ローを裏付けとする金融商品」を保有する者を、金融資産の実質的な譲受人と捉えること

になるはずである。 

 

すなわち、金融商品会計基準(注 4)の適用を伴って金融商品会計基準第 9 項(2)を適用

するにあたって、特別目的会社が発行する証券を保有している投資者と特別目的会社に

対して貸付けを行っている融資者とで異なる取扱いとするべき特段の理由はない。 

 

以上のことから、金融商品会計基準案第 58-3項の第 2段落及び第 3段落に記載されて

いる分析については、おおむね同意する。 

 

その上で、この分析には同意をすればこそ、金融商品会計基準(注 4)の改正については、
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

例えば、下表に示すとおりに実施するのがより適切ではないかと考える。その理由も併せ

て下表に示すとおりである。 

条文番号等  金融商品会

計基準案に

よる提案  

筆者案  理由  

金融商品会

計基準 

(注4)柱書  

当該特別目

的会社に対

する投資者

又は融資者

（以下「特別

目的会社に

対する投資

者等」とい

う。） 

当該特別目

的会社へ譲

渡された金

融資産から

生じるキャ

ッシュ・フロ

ーを実質的

に受け取る

者  

金融商品会計基準案は、その結論の背

景において、金融商品会計基準(注4)の

適用を伴って金融商品会計基準第9項(2)

を適用するにあたっては、「（当該特別

目的会社へ）譲渡された金融資産から生

じるキャッシュ・フローを実質的に受け

取る者」を譲受人と捉えるのが妥当であ

るとの考え方を明確に示している（金融

商品会計基準案第58-3項）。 

そうであれば、金融商品会計基準(注

4)にも、その考え方をストレートに書き

表せばよいのであり、あえて別の表現に

書き直す必要はどこにもないと思われ

る。 

 

しかも、当該「書き直し」をするにあ

たって金融商品会計基準案が用いるのは

「投資者」及び「融資者」という金融商
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

品会計基準案や金融商品実務指針案の中

で明確に定義されていない言葉である。  

ここに、今般の改正が必要となった要

因のひとつは、「証券」という金融商品

会計基準や金融商品実務指針の中で明確

に定義されていない言葉を用いたこと

で、金融商品会計基準(注4)が不明瞭に

なってしまったところにあると考えられ

る。 

このことを教訓とするとき、「投資者」

及び「融資者」という金融商品会計基準

案や金融商品実務指針案の中で明確に定

義されていない言葉を金融商品会計基準

(注4)に導入するのは避けるべきである。  

金融商品会計

基準 

(注4)(1) 

収益  キャッシュ・

フロー  

金融商品会計基準(注4)柱書について、

上記のとおりに記載をするのであれば、

そことの整合性から「キャッシュ・フロ

ー」とするのが適当である。 

 

また、例えば、特別目的会社において

金融資産を 10,000で譲り受け、当該金融

資産について利息収益が 100 生じたと

き、「（特別目的会社へ）譲渡された金融
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

資産から生じるキャッシュ・フローを実

質的に受け取る者」に引き渡される金額

は、一般に、利息収益 100 に限定される

ものではないから、特別目的会社を用い

た金融資産の流動化を前提とするとき、

そもそも「収益（を享受させる）」という

表現には、実態との乖離もあるように思

われるところである。 

金融商品会

計基準 

(注4)(1) 

当該特別目

的会社に対

する投資者

等  

当該特別目

的会社が発

行する金融

商品（借入金

等、有価証券

の発行を伴

わないもの

を含む）を金

融資産とし

て保有する

者 

先述のとおり、金融商品会計基準案や

金融商品実務指針案の中で明確に定義さ

れていない言葉を金融商品会計基準(注

4)に導入するのは避けるべきと考えられ

るから、ここでも「投資者等」という言

葉を用いるのは避けるべきである。  

こうした中、金融商品会計基準案が

「当該特別目的会社に対する投資者等」

という表現をもって言い表そうとしてい

るであろう意味内容を維持しつつ、金融

商品会計基準案や金融商品実務指針案の

中で明確に定義されていない言葉を極力

排することができる表現を追求すれば、

例えば、左記のようになると考えられ

る。  
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ここに、言うまでも無く、「金融商

品」、「有価証券」、「金融資産」は、

金融商品会計基準又は金融商品実務指針

において定義等がなされている言葉であ

る。 

なお、「借入金等、有価証券の発行を伴

わないものを含む」とのかっこ書きは、

一般的な日本語の用法上で、「借入金」に

ついては必ずしも「発行」するとは言わ

ないと思われる中、「当該特別目的会社が

発行する金融商品」には「借入金」も含

まれることを明確化するためのものであ

る。  
 

（質問 2）金融商品会計基準案等の適用時期等に関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

4) 本公開草案

の提案の方向性

を支持する。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持す

るコメントである。 

（質問 3）企業会計基準第 22号「連結財務諸表に関する会計基準」の改正に関する質問 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

5) 本公開草案

の提案の方向性

を支持する。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持す

るコメントである。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

（連結会計基準案に関するコメント） 

6) 本公開草案

の提案の方向性

を支持するもの

の、連結会計基

準案の改正文言

の修正を提案す

る。 

【意見】  

改正の趣旨は、金融商品会計基準案(注 4)の改正に関する趣旨と同じであると解してい

る中、連結会計基準についても改正をすること、及び、かかる改正の方向性については、

質問 1の回答に述べたのと同じ理由で、同意する。  

しかしながら、連結会計基準第 7-2 項の改正を連結会計基準案が提案するとおりに実

施することには同意しない。  

かかる改正は、例えば、下記のとおりに実施するのがより適切ではないかと考える（現

行文書からの改正部分に下線を付している）。 

前項にかかわらず、特別目的会社（資産の流動化に関する法律（平成 10 年法律第 105

号）（以下「資産流動化法」という。）第 2条第 3項に規定する特定目的会社及び事業内

容の変更が制限されているこれと同様の事業を営む事業体をいう。以下同じ。）につい

ては、適正な価額で譲り受けた資産から生ずるキャッシュ・フローを当該特別目的会社

が発行する金融商品（借入金等、有価証券の発行を伴わないものを含む）を金融資産と

して保有する者に享受させることを目的として設立されており、当該特別目的会社の

事業がその目的に従って適切に遂行されているときは、当該特別目的会社に資産を譲

渡した企業から独立しているものと認め、当該特別目的会社に資産を譲渡した企業の

子会社に該当しないものと推定する。 

【意見の理由】  

連結会計基準第 7-2項の改正については、例えば、下表に示すとおりに実施するのがよ

り適切ではないかと考える。その理由も併せて下表に示すとおりである。 

条文番号等  金融商品会

計基準案に

筆者案  理由 

左記のコメントは、本公開草案の提

案の方向性を支持するものの、連結会

計基準案の改正文言について表現を見

直すことを提案している意見であると

考えられる。 

連結会計基準案では、他の法令で用

いられている表現と整合させることが

実務の安定につながると考えられるた

め、「資産流動化法第 2 条第 12 項に規

定する特定借入れに係る債権者を含

む。」との表現を用いている。 

本公開草案後に再度審議した結果、

上述の点に関する説明を連結会計基準

第 49-8項に追加することとした（追加

は下線で示している。）。 

「49-8.（略） 

ここで、本会計基準第 7-2項では、

資産流動化法第 2 条第 3 項に関連付

けて、特別目的会社に資産を譲渡し

た企業の子会社に該当するかどうか

に関する定めを設けているため、資

産流動化法及び関連する他の法令で



 
  

 

－14－ 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

よる提案  

連結会計基

準第7-2項 

収益  キャッシュ・

フロー  

例えば、特別目的会社において金融資

産を 10,000で譲り受け、当該金融資産に

ついて利息収益が 100 生じたとき、「（特

別目的会社へ）譲渡された金融資産から

生じるキャッシュ・フローを実質的に受

け取る者」に引き渡される金額は、一般

に、利息収益 100 に限定されるものでは

ないから、特別目的会社を用いた金融資

産の流動化を前提とするとき、「収益（を

享受させる）」という表現には、実態との

乖離があるように思われる。 

連結会計基

準第7-2項 

当該特別目

的会社が発

行する証券

の所有者（資

産流動化法

第 2 条第 12

項に規定す

る特定借入

れに係る債

権 者 を 含

む。） 

当該特別目

的会社が発

行する金融

商品（借入金

等、有価証券

の発行を伴

わないもの

を含む）を金

融資産とし

て保有する

者 

連結会計基準案による提案には、次に

示すとおりの問題点があると考えられ

る。  

●今般の改正が必要となった要因のひと

つは、「証券」という連結会計基準の中で

明確に定義されていない言葉を用いたこ

とで、連結会計基準第 7-2 項が不明瞭に

なってしまったところにあると考えられ

る。したがって、今般の改正後も引き続

き「証券」という言葉を用いた表現を行

うことは適切ではない。 

用いられている表現と整合させるこ

とが実務の安定につながると考えら

れる。（略）」 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

 

●連結会計基準第 7-2 項の適用範囲は、

次のとおりであると考えられる。 

(1) 資産の流動化に関する法律（平成 10

年法律第 105 号）第 2 条第 3 項に規定す

る特定目的会社 

(2) 事業内容の変更が制限されている上

記(1)と同様の事業を営む事業体 

ここに、「資産流動化法第 2 条第 12 項に

規定する特定借入れに係る債権者を含

む。」という表現をする場合には、上記(1)

の特定目的会社における借入金に関する

貸付人は「当該特別目的会社が発行する

証券の所有者」に含まれる一方、上記(2)

の事業体における借入金に関する貸付人

は「当該特別目的会社が発行する証券の

所有者」に含まれないものと思われる。

これは、その趣旨に照らせば、今般の改

正において貴委員会が意図するところで

はないはずだと考えられる。 

 

こうした中、金融商品会計基準(注 4)(1)

に関する具体的な改正の仕方として私が
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

提案するところ（質問 1 参照）と整合的

に、左記のとおりに改正をすれば、金融

商品会計基準(注4)(1)との整合性が確保

されるとともに、上記の問題も解決され

るのであるから、そのように改正をする

ことが妥当である。 
 

（質問 4）その他 

（実務対応報告第 23号「信託の会計処理に関する実務上の取扱い」に関するコメント） 

7) 実務対応報

告第 23号「信託

の会計処理に関

する実務上の取

扱い」について

も字句修正が必

要である。 

本改正に併せて、実務対応報告第 23号「信託の会計処理に関する実務上の取扱い」（以

下「実務対応報告第 23号」という。）についても字句修正が必要ではないでしょうか。 

 

＜理由＞ 

実務対応報告第 23号Ｑ3で「売却時」「受益者」についてのみ記載（※）されているこ

とが、「金融商品会計基準(注 4)」に「融資者」は含まれないとする、経済実質から乖離し

た誤った解釈の根拠・補強材料として一部で引用されてきたこともあり、特別目的会社た

る信託に対する融資者についても受益者と同様に取扱うことを明確にする必要があるた

め。 

 

（※）信託に実行された融資代わり金をもって委託者兼当初受益者の保有する受益権

を償還する、という融資を活用した一般的なスキームにおいて、受益権の「償還」が重要

なプロセスであるにも関わらず、「2 委託者兼当初受益者による受益権の売却時の会計処

理」というタイトル自体、「売却」のみ記載しており「償還」の記載がないことも、誤っ

た解釈の一因にもなっていたため、「委託者兼当初受益者による受益権の売却時及び償還

実務対応報告第 23 号Ｑ3 のＡ2①に

おいては、本公開草案で改正を提案し

ている金融商品会計基準(注 4)の記載

はあるものの、Ｑ3のＡ2は、委託者兼

当初受益者による受益権の売却時の委

託者兼当初受益者における会計処理を

定めているものであるため、「受益者」

を「投資者又は融資者」に修正する必要

はないと考えられる。 

また、受益権の償還に関するコメン

トについては、本プロジェクトの範囲

を超えると考えられることから、今後

の参考に留めることとする。 

このため、本公開草案の提案を変更

しないこととした。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

時の会計処理」、あるいは「委託者兼当初受益者による受益権の売却時等の会計処理」、と

タイトル名も修正要。 

 

 

＜修正例＞下線部分が修正箇所 

（あくまで一例である。受益権が償還される場合の会計処理を別に記載することも考

えられる。） 

 

「Ｑ3 委託者兼当初受益者が単数である金銭以外の信託における委託者及び受益者

は、どのように会計処理するか。 

（・・・中略・・・） 

 

2 委託者兼当初受益者による受益権の売却時等の会計処理 

上記のように、受益者は、信託財産を直接保有する場合と同様の会計処理を行うことか

ら、受益権が売却された場合、信託財産を直接保有していたものとみて消滅の認識（又は

売却処理）（金融商品会計基準第 9項及び不動産流動化実務指針第 19項から第 21項）の

要否を判断することとなる。 

 

（流動化する場合の留意事項） 

会計上、上記のような信託を利用して、信託財産となる資産を流動化するときは、次

の点に留意する必要がある。  

①  金融資産の信託による流動化において、優先部分と劣後部分のように質的に異な

る受益権に分割されて優先受益権のみを譲渡する場合、優先受益権を売却処理する
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ためには、優先受益権が消滅の認識要件を満たす必要がある（金融商品会計実務指

針第 291項）。また、当該金融資産の譲受人たる信託が金融商品会計基準(注 4)の要

件を満たす特別目的会社の場合には、当該信託のに対する新たな受益者投資者又は

融資者を当該金融資産の譲受人とみなして金融商品会計基準第 9 項(2)の要件を適

用することとなる。 ・・・以下略・・・」 

（当面の取扱いを実務対応報告として公表することに関するコメント） 

8) 「当面の取扱

い」を「実務対応

報告」として公

表し、金融商品

会計基準や連結

会計基準の改正

は後日実施す

る。 

【意見及び意見の理由】 

「『金融商品に関する会計基準（案）』等の公表」によれば、今般の改正について、貴

委員会は、2025年 12月に審議を開始して、2026年 2月 24日に公開草案の公表を承認

している。すなわち、審議開始からわずか 3か月程度で公開草案の公表承認へ至ってい

る。 

かかるスピードの速さと、貴委員会は今般の改正について「できる限り速やかに適用

可能とすることに対するニーズが存在する」との認識を有しておられる（金融商品会計

基準案第 120-3項）ことを考え併せれば、貴委員会では、今般の改正について、非常に

急いだのではないか、と思われる。 

 

ここに、貴委員会では、同じ金融商品の領域に限ってみても、予想信用損失の認識・

測定という負荷が大きいであろう他の論点への対応も行っている最中であるから、今般

の改正について、そのように急いで対応をする中で、本来必要であるはずの時間をかけ

て十分な検討を実施することができたのかどうか、心配である。 

 

以上のことを踏まえて、ひとつの提案であるが、仮に、今般の改正について、急ぐ必

要がある一方、短期間のうちに十分な時間をかけた検討を実施するのは困難であるなら

狭い範囲の改正であるため、審議期

間も相対的に短期間となっているが、

必要かつ十分な検討を行った上で、本

公開草案の公表に至ったと考えてい

る。 

本公開草案の内容は、企業会計基準

及び移管指針で定める内容の改正であ

るため、企業会計基準及び移管指針の

改正を提案しているものである。 

このため、特段の対応を行わないこ

ととした。 
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以 上 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ば、ひとまずは、下記のことを内容とする「当面の取扱い」を「実務対応報告」として

公表し、金融商品会計基準や連結会計基準それ自体の改正は後日実施する、という対応

を図るのも一案ではないかと考える。 

⚫ 金融商品会計基準(注 4)及び連結会計基準第 7-2項における当該特別目的会社が発

行する証券の保有者（所有者）には、「当該特別目的会社に対する融資者」を含む

こと 

 

なお、上記に関連しては、「融資者」という金融商品会計基準や連結会計基準で定義

されていない言葉を用いることについて、質問 1及び質問 3において述べたとおり適切

でないと考えるものの、会計基準の本体で用いるのではなく、あくまで「当面の取扱

い」の中で用いるのみならば、それも許容され得ると考える。 


